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はじめに 

 

 

岡山市では、豊かで活力ある持続可能な地域社会を実現する

ため、「岡山市協働のまちづくり条例」に基づき、平成２８年度

から５年間を計画期間とする岡山市協働推進計画を策定し、具

体的かつ計画的に様々な取組を進めてまいりました。 

 

これまでの５年間における取組の実績を見ますと、行政や市

民活動団体、企業、学校等をつなぐコーディネート機関である

ＥＳＤ・市民協働推進センターへの相談件数は年々増加してお

ります。また、岡山市と市民活動団体が協働して行う岡山市市

民協働推進モデル事業や優れた協働の取組を表彰する協働のまちづくり賞、地域の特色を

いかして区民が企画・運営する区づくり推進事業等の実施など、協働の取組は着実に広が

っております。 

 

一方、少子高齢化が進み、人口減少局面を迎える中、市民のニーズや社会課題はますま

す複雑・多様化し、行政のみでは十分な対応が困難な課題が出てきております。そして昨

年の新型コロナウイルス感染症の拡大は、様々な活動の萎縮など、地域社会にも大きな影

響を及ぼしており、私たちを取り巻く状況は目まぐるしく変化しております。 

 

こうした状況を踏まえ、令和３年度から令和７年度までの「第２次岡山市協働推進計

画」を策定しました。前計画で取り組んだ実績を土台として、これまで以上に多様な主体

による地域の社会課題解決に向けた取組を進めてまいります。 

 

終わりに、第２次岡山市協働推進計画の策定にあたり、岡山市協働推進委員の皆様や市

民協働フォーラムにご参加いただいた市民の皆様など、貴重なご意見・ご提案をいただい

たすべての市民の皆様に、心から感謝申し上げます。 

 

令和３年３月 

 

   岡山市長 大森 雅夫   
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第１章 第２次岡山市協働推進計画の策定について 

１．策定の趣旨 

 私たちが暮らしているまちは、行政や町内会、ＮＰＯ等の市民活動団体、企業、大学等（以

下、「多様な主体」という。）が、それぞれの目的、役割をもって地域での課題解決に向けた

活動を行い、だれもが暮らしやすいまちとなるよう取り組んでいます。 

 そうした中、個人の価値観が多様化し、社会状況は急速に変化するなど市民ニーズや地域

課題は複雑化・多様化しています。また、岡山市では人口減少、少子高齢化が進んでおり、

地域活動の新たな担い手不足や担い手の高齢化が問題となっています。 

 こうした様々な課題に対応するため、平成２８年に岡山市協働のまちづくり条例に基づ

く「岡山市協働推進計画（平成２８年度～令和２年度）」（以下、「前計画」という。）を策定

し、多様な主体との協働した取組によって地域での社会課題解決に向けた取組を行ってき

ました。 

 令和２年度をもって前計画の期間が終了となりますが、協働の取組をこれまで以上に推

進し、持続可能な活力ある岡山市を築いていくために、新たな協働推進計画を策定すること

とします。 

 

２．計画の位置付け 

 この計画は、岡山市協働のまちづくり条例第１４条の規定に基づき策定するものであり、

岡山市第六次総合計画を上位計画とし、その他の個別計画とも整合性を図ることとします。 

【岡山市協働のまちづくり条例】 

（推進計画） 

第１４条 市は，多様な主体による協働を推進するために，推進計画を策定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡山市第六次総合計画 

分野別個別計画 

・地域共生社会推進計画 

・岡山市立公民館基本方針 等 

第２次岡山市協働推進計画 

第２次岡山市協働推進計画と岡山市協働のまちづくり条例、岡山市第六次総合計画等との関係 

岡山市協働のまちづくり条例 

協働の基本理念 
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総務省「国勢調査」（実績値）、岡山市推計結果（推計値） 

３．計画期間 

 第２次岡山市協働推進計画の計画期間は、令和３年度から令和７年度の５年間とします。 

 

 

第２章 岡山市の現状について 

１．岡山市の現状 

（１）人口 

 岡山市の人口構成は、少子高齢化が進んでおり、自然減が社会増を上回り、人口減少局面

を迎えています。 

 

 

 

（２）岡山市市民意識調査 

 令和元年度に実施した岡山市市民意識調査によると、地域活動に参加しているかどうか

の問いに対して、「町内会などの地域団体の活動に参加している」が４０．４％と４割を超

え、「ボランティア活動に参加している」が６．９％、「ＮＰＯ活動に参加している」が０．

７％となっています。一方、地域活動に「参加していない」と回答している人が、全体の半

数以上の５２．１％となっています。 
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出典：第 18回 岡山市市民意識調査（令和元年度） 

出典：第 18回 岡山市市民意識調査（令和元年度） 

［問 地域活動に参加していますか］  

 

 

 年度別推移で見てみると、「参加している」と回答した人の割合は、平成２７年度で一度

落ち込みが見られましたが、近年は再び増加傾向となっています。 

 

  

 

年代別に見てみると、「参加していない」と回答した人の割合は１０歳代、２０歳代が８

割近くを占めています。 

49.0

49.2

39.9

43.3

45.3

48.2

48.2

56.1

53.4

52.1

2.8

2.6

4.0

3.3

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年度

平成25年度

平成27年度

平成29年度

令和元年度

参加している 参加していない 無回答及び無効回答■年度別推移

40.4
6.9

0.7
52.1

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
町内会などの地域団体の活動に参加している

ボランティア活動に参加している
ＮＰＯ活動に参加している

参加していない
無回答及び無効回答 （N=5,224）

■全体
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出典：第 18回 岡山市市民意識調査（令和元年度） 

出典：第 18回 岡山市市民意識調査（令和元年度） 

［問 参加していない理由は何ですか（複数回答可）］ 

 

  

 

地域活動に「参加していない」と回答した人のうち、その理由を尋ねると、「参加するき

っかけがないから」と回答した人の割合が３８．４％、「参加する時間がないから」と回答

した人の割合が３８．２％で４割近くを占めており、「地域活動に関する情報がないから」

が２１．０％となっています。 

 

 

 

 

 

 

15.1

9.6

0.0

75.3

11.0

7.8

1.1

79.9

35.1

4.5

0.5

60.9

45.2

5.8

0.9

49.7

47.0

6.2

0.8

47.6

49.1

7.2

0.6

45.2

46.5

9.3

0.5

44.1

25.6

5.7

0.0

58.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

町内会などの地域団体の活動に参加している

ボランティア活動に参加している

ＮＰＯ活動に参加している

参加していない

10歳代
20歳代
30歳代
40歳代
50歳代
60歳代
70歳代
80歳代以上

■年代別

38.4
38.2

21.0
17.8

14.4
2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

参加するきっかけがないから
参加する時間がないから

地域活動に関する情報がないから
地域活動に関心がないから

その他
無回答及び無効回答 （N=2,723）

■全体
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出典：第 18回 岡山市市民意識調査（令和元年度） 

出典：第 18回 岡山市市民意識調査（令和元年度） 

［問 （参加していない人に対して、）今後条件が整えば地域活動に参加してみようと思いますか］ 

 参加していない理由を年代別にみると、「参加するきっかけがないから」は３０歳代以下

及び６０歳代で４割以上となっており、「参加する時間がないから」は５０歳代以下で５割

前後となっています。「地域活動に関心がないから」と回答した人の割合は若い年代が一番

高く、年齢が上がるにつれてその割合が減少しています。 

 

 

 

 今後、条件が整えば地域活動に参加するかどうかの問いに対して、「思う」と回答した人

が２７．３％であり、「思わない」と回答した人の割合より７．４ポイント高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.1
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12.7

25.5

48.0
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25.5

24.5

44.3

53.1

22.2

23.9

36.9
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52.4
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16.5

45.0

33.2

22.3

15.5
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19.8

26.7
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19.2
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13.2

7.2
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参加するきっかけがないから

参加する時間がないから

地域活動に関する情報がないから

地域活動に関心がないから
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20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代以上

■年代別

（N=55）

（N=298）

（N=352）

（N=439）

（N=393）

（N=431）

（N=430）

（N=318）

思う
27.3%

思わない
19.9%

わからない
50.5%

無回答及び

無効回答
2.4%

（N=2,723）

■全体
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出典：第 18回 岡山市市民意識調査（令和元年度） 

 年代別にみると、７０歳代以下の年代で「思う」と回答した人の割合が 3割前後となって

おり、「思わない」と回答した人の割合より高くなっています。 

 

 

 

  

29.1

25.8

30.4

26.4

29.8

31.8

30.9

11.3

25.5

21.5

21.6

19.1
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47.2
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52.9
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48.7

1.7

0.9
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1.5

2.3

2.8

7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代以上

思う 思わない わからない 無回答及び無効回答

■年代別

（N=55）

（N=298）

（N=352）

（N=439）

（N=393）

（N=431）

（N=430）

（N=318）
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内閣府提供の法人数より岡山市において作成（令和２年３月末時点） 

内閣府提供の法人数より岡山市において作成（令和２年３月末時点） 

（３）ＮＰＯ法人 

 全国や岡山県内、市内のＮＰＯ法人数は着実に増加してきましたが、近年は減少傾向にな

っています。 

  

 

 

 また、人口１０万人当たりの指定都市比較で、ＮＰＯ法人数は中位に位置しており、認定

ＮＰＯ法人数は上位に位置しています。 
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内閣府提供の法人数より岡山市において作成（令和２年３月末時点） 

 

 

 

 

  

2.03 
1.81 

1.70 
1.60 1.57 1.56 

1.37 
1.22 1.11 0.99 0.91 0.87 0.82 0.79 0.75 0.75 

0.40 0.33 
0.21 

0.12 
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

京
都
市

岡
山
市

静
岡
市

大
阪
市

仙
台
市

横
浜
市

神
戸
市

名
古
屋
市

相
模
原
市

新
潟
市

福
岡
市

札
幌
市

千
葉
市

さ
い
た
ま
市

浜
松
市

川
崎
市

熊
本
市

広
島
市

北
九
州
市

堺
市

人口 10 万人当たりの認定・特例認定法人数比較 
（法人数） 

-8-



出典：安全・安心ネットワーク活動状況調査（平成 30年実施） 

（４）安全・安心ネットワーク 

 安全・安心ネットワークの構成団体は、地域に活動拠点を置いている町内会や民生委員児

童委員協議会、体育協会等の団体が多くなっている一方、ＮＰＯやボランティアグループと

いった市民活動団体や企業、事業者等については、構成団体になっているところは少ない状

況です。 

 

 

 

※安全・安心ネットワークとは、小学校区・地区単位で様々な地域団体やグループが幅広く

連携し、防犯や防災、環境美化、地域福祉、健康づくりなどの地域活動に取り組んでいる組

織です。 

100.0 
98.4 

88.5 
86.9 

85.2 
85.2 

83.6 
82.0 

80.3 
77.0 

68.9 
68.9 

59.0 
57.4 
57.4 

54.1 
52.5 

39.3 
19.7 

16.4 
11.5 
11.5 

9.8 
9.8 

3.3 
3.3 
3.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

町内会・自治会

⺠⽣委員児童委員協議会

体育協会、健康活動、スポーツクラブ

愛育委員会

消防団

交通安全関係団体

小・中学校

PTA

高齢者福祉団体（老人クラブなど）
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-9-



［問 地域で活動する上で課題は何ですか（複数回答可）］ 

出典：安全・安心ネットワーク活動状況調査（平成 30年実施） 

 安全・安心ネットワークが活動する上での課題としては、「活動するメンバーが高齢化し

ている」の９１．７％、「若い世代の参加が少ない」の８３．３％が突出して高くなってい

ます。 

 

 

 

 

（５）地域担当職員の配置 

各小学校区・地区の安全・安心ネットワークが取り組む活動を基本とした地域活動を支援

するため、平成２３年度から順次、公民館に地域担当職員を配置し、平成２６年度には全３

７公民館すべてに配置しました。特に、専門的な知識が必要とされる地域防災活動を効果的

に行うために、防災士資格取得を促進しています。 

【主な活動】 

① 地域の行事や会議への参加等による地域課題やニーズの把握 

② 地域応援人づくり講座の実施等事業の実施による担い手育成 

③ 地域活動のコーディネート 

   ・市担当課等とのコーディネート 

   ・地域団体への情報提供 

   ・地域団体間の連携強化 
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メンバーが仕事等で忙しく、活動できない

活動に費用がかかるため

活動の運営に苦慮している

地域課題の把握が難しい
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事務処理の負担が大きい

その他
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出典：国際連合広報センターホームページ 

２．近年の社会動向について 

（１）ＳＤＧｓ 

 ＳＤＧｓとは、２０１５年９月の国連サミットにおいて採択された２０３０年までの持

続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）のことで、１７のゴール・１６９の

ターゲットから構成された国際的な目標です。 

 岡山市においては、庁内における推進体制として「岡山市ＳＤＧｓ推進本部」を設置する

とともに、２０１８年には、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して、

持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い都市として「ＳＤＧｓ未来都市」に選定され

ました。また、持続可能な社会づくりに向けた目標の共有と活動団体間の交流を目的として

フォーラムを開催するなど、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を推進してまいりました。 

 

 

 

 

（２）国の動き 

 平成２９年４月に「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関す

る法律」が施行され、民間の団体が行う公益活動に対して休眠預金を活用して支援すること

になりました。 

また、内閣総理大臣から諮問を受けた地方制度調査会が、令和２年６月２６日に「２０４

０年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関

する答申」をとりまとめました。その中には、「地域社会においては、行政のほか、コミュ

ニティ組織、ＮＰＯ、企業等、多様な主体によって住民が快適で安心な暮らしを営んでいく

-11-



ために、必要なサービス提供や課題解決がなされているが、今後は、これまで、主として家

庭や市場、行政が担ってきた様々な機能について、これらの主体が、組織の枠を越えて、サ

ービス提供や課題解決の担い手としてより一層関わっていくことが必要」とされているな

ど、社会課題の解決に向けた取組の重要性が改めて認識されています。 

  

（３）平成３０年７月豪雨による災害 

 平成３０年７月５日から３日間にわたって降り続いた平成３０年７月豪雨では、岡山市

を流れる一級河川・旭川水系砂川の決壊や市内各地で内水氾濫等が発生し、住宅の浸水被害

は７，０００棟を超えるなど、甚大な被害を受けました。 

 その復旧作業に対応するため、同月１１日には災害ボランティアセンターを開設し、９月

２２日までの開設期間中、延べ８，２８９名がボランティアとして被災地域での活動を行い

ました。災害復旧に向けてボランティアの存在は欠かせないものであり、その重要性が改め

て認識されました。 

 

（４）新型コロナウイルス感染症の影響 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、３密（密閉、密集、密接）の回避、人

との距離の確保などの「新しい生活様式」の実践が求められています。その新型コロナウイ

ルス感染症による影響はＮＰＯ法人等の市民活動団体にもおよび、団体によっては事業の

中止・延期を余儀なくされました。こうした状況の中にあっても、ＩＣＴを活用した女性の

再就職支援相談やフードバンクの実施、高校生の居場所づくり、学生への弁当配布等の新た

な支援活動が行われるなど、工夫を凝らした支援を通じた人と人とのつながりが見られ、

「困難を抱える人を助けたい」という市民の強い思いが感じられました。 
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前計画の体系図 

第３章 前計画の主な取組内容及び評価 

 前計画では「多様な主体が協働して地域の社会課題解決の取組を行い，豊かで活力ある持

続可能な地域社会を実現すること」という目的のもと、その実現に向けて様々な具体的な取

組を行ってまいりました。 
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１．成果指標の達成度 

前計画では、５つの基本方針に対して成果指標を設定し、目的の到達度を図ることとして

いました。成果指標は、全９指標あり、そのうち４指標が目標を達成、３指標が当初値から

上昇、１指標が当初値から減少という結果となり、全体として前計画による取組は順調であ

ったと言えます。その内容の詳細は次のとおりです。 

 

（１）人材・団体を育成し、活動を支援します。 

【５年後の姿】より多くの市民が自主的な地域活動に参加している状況 

【成果指標】 

指標 
当初値 

(H27) 

現状値 

(R1) 

目標値 

(R2) 
状況 

地域活動への市民の参加割合 39.9％ 45.3％ 55％ 上昇 

「ボランティア・ＮＰＯ・市民活動の

支援」の満足度 
13.7％ 24.3％ 20％ 達成 

 指標の数値は隔年で実施される市民意識調査を用いており、令和２年度は調査を実施し

ないことから、「地域活動への市民の参加割合」については目標が未達成となりましたが、

指標の数値は年々上昇しており、一定程度の成果はあったものと言えます。また、「「ボラン

ティア・ＮＰＯ・市民活動の支援」の満足度」については目標値を達成することができまし

た。 

 

（２）多様な主体のつながりの場を創出します。 

【５年後の姿】より多くの主体が協働し社会課題解決に取り組んでいる状況 

【成果指標】 

指標 
当初値 

(H27) 

現状値 

(R1) 

目標値 

(R2) 
状況 

協働による取組に向けたマッチング

の結果、実際の取組につながった件数 
9 件 

単年度 

9 件 

累計 

26 件 
20 件 達成 

企業、ＮＰＯ法人等が参加した安全・

安心ネットワーク数 
23 件 40 件 50 件 上昇 

 ２つの指標とも数値が上昇しており、「企業，ＮＰＯ法人等が参加した安全・安心ネット

ワーク数」については、目標を達成することはできませんでしたが、指標の数値は年々上昇

しており、一定程度の成果はあったものと言えます。 
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（３）情報の発信と共有を進めます。 

【５年後の姿】より多くの市民が協働に関する情報を得て、活用している状況 

【成果指標】 

指標 
当初値 

(H27) 

現状値 

(R1) 

目標値 

(R2) 
状況 

協働による取組に向けたマッチング

件数 
26 件 

単年度 

19 件 

累計 

92 件 
40 件 達成 

市民協働推進ポータルサイト「つなが

る協働ひろば」への岡山市の課題に関

連する情報の掲載件数 

0 件 
単年度 

6 件 

累計 

19 件 
20 件 上昇 

 協働による取組に向けたマッチング件数は、ＮＰＯ法人、企業、学校等の様々な主体から

相談があり、目標達成することができました。 

 

（４）市役所の協働化を進めます。 

【５年度の姿】官民協働による社会課題の解決に、より効果的に取り組んでいる状況 

【成果指標】 

指標 
当初値 

(H27) 

現状値 

(R1) 

目標値 

(R2) 
状況 

市民協働推進モデル事業の評価 

（100 点満点中 80点以上の割合） 
42％ 16％ 100％ 下降 

各課の協働事業の自己評価 

（100 点満点中 80点以上の割合） 
― 88.9％ 100％ ― 

 「市民協働推進モデル事業の評価」については、当初値より数値が下がる結果となってい

ます。これは、毎年、取組内容や協働担当課、市民活動団体等が異なり評価にばらつきが生

じるためと考えられますが、平成２８年度～令和元年度の平均点は、７５．４点であり、ま

た多くの事業は岡山市の一般施策化に繋がりました。 

 

（５）成果を共有し，協働意識の醸成を進めます。 

【５年後の姿】より多くの市民が協働による取組の必要性と重要性を認識している状況 

【成果指標】 

指標 
当初値 

(H27) 

現状値 

(R1) 

目標値 

(R2) 
状況 

優れた取組の表彰の場（市民協働フォ

ーラム）の参加者数 
― 

単年度 

288 件 

累計 

980 件 
150 件 達成 

市民協働フォーラムをＳＤＧｓフォーラムと兼ねることで、参加者数を増やすことがで

き、目標値を大きく上回ることができました。 
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２．これまでの主な取組 

（１）ＥＳＤ・市民協働推進センター 

 「岡山市協働のまちづくり条例」第８条に規定する「多様な主体をつなぎ、協働を推進す

る」ためのコーディネート機関としてＥＳＤ・市民協働推進センターを設置しており、新た

な協働の担い手の発掘や伴走支援等の実施、市民の自由な発想を実現するために多様な主

体による課題解決や事業構築を行っています。また、岡山ＥＳＤ・ＳＤＧｓ普及啓発事業を

支援し、市民活動へのＥＳＤ・ＳＤＧｓの浸透を図っています。 

【事業の特徴】 

 ・市民から寄せられる地域での社会課題や協働事業の提案に関する相談窓口 

 ・協働に関する講座やワークショップの開催 

・市民協働推進モデル事業や区づくり推進事業等の支援 など 

【相談件数・人数の推移】 

年度 ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ 

相談件数（件） １０７ ２４３ ２９８ ２４２ ２０８ ３０２ 

相談人数（人） ２４３ ４４６ ５６６ ５８６ ５２６ ７７８ 

 

（２）市民協働推進モデル事業（令和３年度から市民協働推進事業へと改称） 

岡山市の地域での社会課題の解決を岡山市と市民活動団体等との協働によって進める制

度であり、より効果的に課題解決が進む事業を公募し、実施するものです。事業終了後、岡

山市の一般施策または市民活動団体等の自主事業として継続することを目指しています。 

【事業の特徴】 

 ・年間上限２００万円、最長２年間（最大４００万円）で事業を計画 

 ・ＥＳＤ・市民協働推進センターが事業計画から実行まで支援  

【事業数の推移】 

年度 ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ 

実施事業 ７ ８ ６ ６ ５ 

新規事業 ６ ５ ４ ４ ２ 

一般施策化 ５ ３ ３ ― ― 

自主事業 １ ０ １ １ ― 

その他 ０ ２ ０ ０ ― 
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（３）おかやま協働のまちづくり賞 

 多様な主体の協働による地域の社会課題解決に向けた取組のうち、優れた取組を表彰・支

援する制度であり、こうした表彰を通じて市民活動団体等の意欲の向上を図り、活動のさら

なる拡がりへとつなげることを目指しています。 

 

【事業の特徴】 

 ・毎年募集テーマを変えており、第３回からＳＤＧｓの視点を導入 

 ・市民協働フォーラムで表彰し、取組事例を団体から発表 

 ・市役所や岡山駅南地下広場で取組を紹介するパネルを展示 

【募集テーマと応募件数の推移】 

 第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 

開催年度 ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ 

募集テーマ 
笑顔と場づ

くり 

楽しんで年を

重ねられる社

会のために 

やりがいと豊

かな暮らし 

すべての人

に健康と優

しさを 

地域と食と

未来 

応募取組 ２０取組 １３取組 ９取組 ９取組 １４取組 

インターネット

投票 

688 人投票 

(1376 票) 

375 人投票 

(750 票) 

254 人投票 

(508 票) 

210 人投票 

(420 票) 

238 人投票 

(476 票) 

審査結果 
大賞１ 

入賞４ 

大賞１ 

入賞４ 

奨励賞８ 

大賞１ 

入賞４ 

奨励賞４ 

大賞１ 

入賞４ 

奨励賞５ 

大賞１ 

入賞４ 

奨励賞９ 

 

（４）区づくり推進事業 

 地域でのまちづくりを進めていくため、地域の特色をいかし、区民が主体となって企画・

運営する事業を支援する制度です。地域交流を促進する交流イベント等を対象とする「身近

な交流部門」「広域交流部門」と、課題解決を行うための地域活動や組織づくり等を対象と

する「地域活動部門」があります。 

【事業の特徴】 

 ・身近な交流部門（小学校区内）は最大４０万円（補助率１／２） 

  広域交流部門（２以上の小学校区）は最大２００万円（補助率１／２） 

  地域活動部門（概ね小・中学校区の単位）は最大２００万円（補助率１／２※） 

   ※新規事業立ち上げ年度に限り補助率４／５ 

 ・ＥＳＤ・市民協働推進センターが地域活動部門の事業化に向けて相談・事業実施支援 
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【実施件数の推移】（上段：件数、下段：件数のうち新規の件数） 

年度 ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ 

身近な交流部門 
４４ 

（１） 

４５ 

（３） 

５０ 

（４） 

５１ 

（１） 

５０ 

（１） 

広域交流部門 
１８ 

（０） 

１９ 

（１） 

２０ 

（０） 

２０ 

（０） 

１９ 

（０） 

地域活動部門 
２１ 

（１３） 

２３ 

（６） 

２１ 

（３） 

１７ 

（２） 

１２ 

（０） 

合計事業数 
８３ 

（１４） 

８７ 

（１０） 

９１ 

（７） 

８８ 

（３） 

８１ 

（１） 

 

３．岡山市協働推進委員会の中間評価 

 岡山市では、「岡山市協働のまちづくり条例」第１５条に基づき、協働による地域の社会

課題解決に関する取組の推進を調査・審議する「岡山市協働推進委員会」を設置しています。

その委員会が、前計画の中間年にあたる令和元年１０月１日に中間評価を取りまとめまし

た。その内容は、「社会課題解決を目指す岡山市の取組は着実に広がってきました。今後は、

取り組むべき重点項目を定め、より効率的な協働を推進していくことが必要」であるとし、

以下４点の推進について、岡山市へ意見提出されました。 

① 柔軟なプランの構築 

・社会情勢や市の施策の方向性の変化に対応できるよう、計画に柔軟性を持たせる 

② 新しい担い手の発掘・育成 

・岡山市の協働はＮＰＯ法人をはじめとする市民団体が中心であり、新たな担い手や担

い手同士の協働が必要 

・持続可能な岡山のまちづくりを目指すには、若者が地域づくりの当事者として活動す

ることの意義を実感できる取組が求められる 

・担い手同士の協働を促すためには、地域組織の担い手に働きかけなければならない 

③ コーディネート能力の向上 

・課題解決能力を高めるために、異なる分野で活動する主体を繋げるコーディネート力

の向上が必要 

④ 協働の基本原則に基づいた責任ある協働 

・岡山市協働のまちづくり条例第４条に基づく持続可能なまちづくりに向けた取組 
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４．市民協働フォーラムでの意見 

 令和２年８月３１日に市民協働フォーラムを開催し、市民活動団体や町内会、企業等様々

な立場の市民と、前計画の総括と新たな協働推進計画の策定に向けた意見交換を行いまし

た。 

 ワークショップでは、参加者を５グループに分け、前計画の５つの基本方針ごとに評価

（生活の変化やエピソードなど定性的な評価）を行い、基本方針（１）～（４）については

「５年間でよくなった」という評価が一番多く、（５）については「５年間でかわらない」

が一番多いという結果となりました。 

 

基本方針 
５年間で 
よくなった 

５年間で 
かわらない 

５年間で 
わるくなった 

（１） 人材、団体を育成し、活動を支援します。 １５ １１ ８ 

（２） 多様な主体のつながりの場を創出します。 １３ ２ ４ 

（３） 情報の発信と共有を進めます。 ６ ５ ２ 

（４） 市役所の協働化を進めます。 １０ ８ ６ 

（５） 成果を共有し、協働意識の醸成を進めます。 ４ ５ ３ 

その他 ０ １ ５ 

合計 ４８ ３２ ２８ 

割合 ４４％ ３０％ ２６％ 

 

次に、基本方針の重要度、満足度に関する順位付けをグループごとに行ってもらい、優先

順位（重要度が高く、満足度が低い）を確認し、基本方針（１）が最も優先順位が高く、基

本方針（５）が最も優先順位が低いという結果となりました。 

 

 

 

 

基本方針 
重要度 満足度 

高い 低い 高い 低い 

（１） 人材、団体を育成し、活動を支援します。 ５ ０ １ ４ 

（２） 多様な主体のつながりの場を創出します。 ４ １ １ ４ 

（３） 情報の発信と共有を進めます。 ３ ２ １ ４ 

（４） 市役所の協働化を進めます。 ３ ２ ０ ５ 

（５） 成果を共有し、協働意識の醸成を進めます。 ２ ３ １ ４ 
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 また、参加者から、５つの基本方針ごとに施策案・改善案について意見をいただきました。

その主な内容は以下のとおりでした。 

 

 

 今回のフォーラムでの意見をとりまとめると、５つの基本方針のうち、（１）～（４）に

ついて「５年間でよくなった」との意見が多く、（５）について「５年間でかわらない」と

の意見となりました。こうした多くの「よくなった」という意見は、前計画の成果指標の数

値の傾向とも一致しており、実生活上も地域での社会課題に向けた取組が実感されている

ものと考えられます。 

また、取り組む優先事項として、基本方針（１）「人材、団体を育成し、活動を支援しま

す」と、基本方針（２）「多様な主体のつながりの場を創出します」は優先順位が高く、基

本方針（５）「成果を共有し、協働意識を醸成します」は優先順位が低いという結論となり

ました。全体として満足度は低いものの、その理由を伺うと、施策への不満というよりは改

善すべき点があるとの意見であり、取組内容の改善、見直しを図り、さらなる協働の推進に

取り組んでいく必要があります。 

 

基本方針 施策案または改善案 

（１） 
人材、団体を育成し、活動を

支援します。 

・市民が協働に参加する上でインセンティブ（動機付け）

が必要 

・親子で参加できる研修（多世代を対象とした研修）を増

やす 

・同じような研修を企画・実施している主体との協働を進

める 

・出前式講座の実施 

・若い人向けかつ短時間の研修 

・小さいころから地域と関わるきっかけをつくる 

（２） 
多様な主体のつながりの場

を創出します。 

・市民協働推進ニーズ調査の結果をより多くの主体と共有

する 

（３） 
情報の発信と共有を進めま

す。 

・協働に有益な情報が得られるだけでなく、協働の実践者

が知見をフィードバックできるシステムをつくる 

（４） 
市役所の協働化を進めま

す。 

・各部署からの提案または協働の取組を促すため、数値目

標をつくる 

・地域活動を伴走支援する 

（５） 
成果を共有し、協働意識の

醸成を進めます。 

・市民協働に関する行事の参加者が口コミを投稿できる

（情報が蓄積され、誰でも閲覧できる）媒体をつくる 
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第４章 第２次岡山市協働推進計画の方向性 

１．課題と踏まえるべき視点 

（１）課題 

第２章、第３章において岡山市の現状や、前計画の評価やその取組内容の確認を行いまし

た。これらを踏まえ、課題は以下の３点にまとめることができます。 

 

①地域活動の担い手の育成と活動への支援 

 岡山市では、地域活動に参加していない人の割合が半数を超えています。特に１０代、２

０代の参加しない人の割合が極端に高くなっており、持続可能なまちづくりの実現のため

にも、地域活動に参加する機会を増やすなど、地域活動を行う人の裾野を広げていき、その

中から新たな担い手となる人材を発掘・育成していく必要があります。 

 

②市民活動・地域活動のさらなる推進と協働する場の創出 

 市民活動団体等の育成とともに、その活動がさらに充実・発展していくためには、行政を

はじめとした多様な主体との協働が必要不可欠です。そうしたつながりの場を提供してい

くとともに、協働するためのコーディネート機能の向上を図っていく必要があります。 

 

③協働の取組の情報発信による理解促進と活動への参加促進 

 市民活動や地域活動に参加していない人たちの中には、参加するきっかけがなく、活動に

関する情報を知らない人が一定程度います。また、市民活動団体等の活動意欲の向上や活動

のさらなる拡がりにつなげるために、市民活動団体等の情報発信や優れた取組への表彰等

を行っていく必要があります。 

 

（２）踏まえるべき視点 

 上記の課題とともに、以下の３点を踏まえて目的や基本方針等を設定することとします。 

 

①協働はＳＤＧｓの１７の目標のうち、目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」

と関わりが深く、行政や市民、市民活動団体、企業、大学等とＳＤＧｓに掲げる各目標の達

成に貢献していく必要があります。 

 

②岡山地域では２００５年に国連大学から世界で最初の「持続可能な開発のための教育（Ｅ

ＳＤ）に関する地域の拠点（ＲＣＥ）」の７か所の一つに認定され、ＥＳＤを推進してきま

した。今後も公民館を拠点とした地域コミュニティにおけるＥＳＤ活動を推進するなど多

様な主体が連携し、地域全体でＥＳＤ推進の取組を進めていく必要があります。 
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③多様な主体が対等な立場で、自主的かつ自律的に地域の社会課題解決への取組に参加す

ることが重要であり、岡山市協働のまちづくり条例第４条に定められている協働の基本原

則に基づき、責任ある協働を推進していく必要があります。 

 

２．本計画の目的と基本方針、基本施策について 

 前計画での取組は、指標による数値や岡山市協働推進委員会による中間評価から、概ね順

調であったと言えます。こうしたことから、今後は、基本的な方向性は維持させつつ、課題

に対応した取組の重点化を行い、さらなる充実・拡充を図っていくこととします。 

 本計画は、「岡山市協働のまちづくり条例」第１４条に基づき策定するものであることか

ら、前計画と同様に、本条例の目的を本計画の目的といたします。 

 また、課題として挙げた３点に対応する基本方針を定め、その方針ごとに施策を講じるこ

ととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    多様な主体が協働して地域の社会課題解決の取組を行い、 

豊かで活力ある持続可能な地域社会を実現します 

【基本方針１】 

協働の主体となる新たな担い手

を育てるとともに、その活動を支援

します 

【基本施策１】 

１ 市民活動団体等への支援 

２ 若者の人材育成 

【基本方針３】 

協働の取組を広く情報発信し、市

民活動が行いやすい環境をつくり

ます 

【基本施策２】 

１ 協働するための環境の提供 

２ コーディネート機能の向上 

３ 市役所の協働化の推進 

【基本方針２】 

活動団体の取組を活性化させ、多

様な主体のつながりを創出します 

【基本施策３】 

１ 協働に関する普及・啓発 

２ 市民活動団体等や優れた取組

の情報発信 

目的 

第２次岡山市協働推進計画 
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第５章 基本施策の展開 

 

 

・持続可能なまちづくりの実現に向けて、活動の担い手となる市民を増やしてまいります。

特に、次世代を担う若者の地域活動への参加を促進する取組を進めてまいります。 

 

【成果指標】 

指標名 
現状値 

（２０２０） 

目標値 

（２０２５） 

地域活動への市民の参加割合 ４５．３％ ５０．８％ 

若者（２０歳代）の地域活動

への参加割合 
２０．１％ ２５．１％ 

 

【基本施策１－１ 市民活動団体等への支援】 

 これまで市民活動・地域活動に取り組んだことがない市民等に対して活動を始める機会

を提供することや、すでに取り組んでいる団体等への支援を行うことで、市民活動・地域活

動の促進を図ってまいります。また、ＮＰＯ法人や企業、学校など多様な主体が取り組む地

域や社会に貢献する活動を支援してまいります。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 

区づくり推進事業 
地域の特色をいかし、区民が主体となって企画・運営する

事業を支援します。 

市民活動・地域活動リーダ

ー養成講座 

クラウドファンディング等の資金調達方法やソーシャル

ビジネスの立ち上げ、中山間・周辺地域の振興等、様々な

テーマを取り上げ、将来の市民活動・地域活動を担う人材

育成に向けた講座を実施します。 

ＮＰＯ法人基盤強化支援事

業 

ＮＰＯ法人の行政への提出書類や財務書類等に関する講

習会や出張相談を行い、運営面・財政面での組織力の向上

を支援します。 

企業等の地域貢献支援事業 
企業等が行う地域貢献活動の調査を行うとともに、その活

動の情報発信等により活動を支援します。 

  

基本方針１ 協働の主体となる新たな担い手を育てるとともに、その活動を支援します 
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社会福祉法人等の地域づく

り参画促進 

社会福祉法人等の主体的な地域貢献活動事業に対して、地

域の実情やニーズ、困りごと等の情報提供や地域とのつな

ぎなどの支援をします。 

 

【基本施策１－２ 若者の人材育成】 

 持続可能な地域社会の実現には担い手の育成が必要であり、特に若者の市民活動・地域活

動の参加は活動に活力を与えるなど必要不可欠です。そのため、より多くの若者に市民活

動・地域活動に参加する意識を持ってもらえるよう、活動を行っている人との交流や市民活

動・地域活動に参加できる機会を設け、次世代のまちづくりを担う人材へと育てる取組を行

ってまいります。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 

地域応援人づくり講座 

安全・安心ネットワーク活動をはじめとした地域活動への

参加するきっかけとして、特に若者に対して公民館に配置

している地域担当職員による様々な講座を開催します。 

公民館による若者の地域参

画事業 

学校等で行われる地域貢献・地域問題解決などの学びを支

援するとともに、若者の思いやアイデアの実現に向けた支

援や地域活動への参画の機会提供を行います。 

ＥＳＤに関するインターン

シッププログラム 

ＮＰＯ法人や公民館が大学生のインターンシップを受け

入れ、社会課題解決に取り組む若者の増加を図ります。 

学校支援ボランティア事業 

学生や保護者、地域住民が、特技や趣味等をいかして学校

園等における教育活動を支援し、学校教育や地域の活性化

を図ります。 

学生イノベーションチャレ

ンジ推進プロジェクト 

学生が企業や地域、ＮＰＯ等と協働して、若者ならではの

柔軟なアイデアの提案・実践によって地域課題の解決等に

取り組む活動を支援します。 

ソーシャルビジネス推進事

業 

若者に対して、社会課題をビジネスで解決するソーシャル

ビジネスに関心を持ち、取り組むきっかけとなるよう講座

の開催等を行ってまいります。 
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・多様な主体の参加による地域活動を進めてまいります。 

・市民活動・地域活動を進めていく拠点であるとともに、多様な主体のコーディネート機関

として設置しているＥＳＤ・市民協働推進センターを広く認識してもらい、利用しやすい環

境を整えてまいります。 

・地域での社会課題の解決に向けて、岡山市と市民活動団体等の協働による効果的な取組を

進めてまいります。 

・災害発生時に被災地の一日も早い復興を目指して、岡山市、（社福）岡山市社会福祉協議

会、市民活動団体等が協働して、災害ボランティアの活動を支援してまいります。 

 

【成果指標】 

指標名 
現状値 

（２０２０） 

目標値 

（２０２５） 

市民協働推進事業の目標達成

率 

７４％ 

（平成２８年度から

令和元年度の平均） 

８０％ 

（５年平均） 

ＥＳＤ・市民協働推進センタ

ーの相談者数 
７７８人 

４，０００人 

（累計数） 

企業・ＮＰＯ法人等が参加し

た安全・安心ネットワーク数 
４０団体 ６５団体 

 

【基本施策２－１ 協働するための環境の提供】 

 市民活動・地域活動がさらに充実・発展していくためには、協働による取組が必要不可欠

です。その協働を促すために、行政と市民との協働事業の実施をはじめ、ＥＳＤ・市民協働

推進センターが調整役となって地域課題の共有や調査・分析、解決を図るワークショップを

開催するほか、協働による取組をみんなで考え、交流する場の開催等を行うことで、協働を

促してまいります。 

また、安全・安心ネットワーク活動等の支援を行う地域担当職員による地域活動の支援や

災害ボランティア活動の円滑な支援のためにネットワークの拡充を進めてまいります。 

 

  

基本方針２ 活動団体の取組を活性化させ、多様な主体のつながりを創出します 
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（主な事業） 

事業名 事業概要 

市民協働推進事業 

市と市民活動団体等の協働によって、効果的に地域の社会

課題の解決が進む事業を公募し、補助金等の財政的な支援

とともに、ＥＳＤ・市民協働推進センターの伴走支援によ

り、岡山市の一般施策化、市民活動団体等の自主事業化を

目指します。 

市民協働推進ニーズ調査事

業 

岡山市と市民活動団体等の協働により、社会課題を解決す

る必要性・緊急性や協働事業により解決が図れる可能性に

ついてアンケート調査等を行い、現状を把握し分析しま

す。 

ワークショップの開催 

岡山市が抱える様々な社会課題を、年齢、職業、所属、価

値観などを問わず様々な人が集まり、問題意識や情報を交

換しながら協働による解決策を考えるワークショップを

必要に応じて開催します。 

フォーラムの開催 

岡山市と市民が協働して様々な課題に取り組むことの重

要性を知り、考え、学ぶ機会として、フォーラムを毎年開

催します。 

災害ボランティアネットワ

ーク事業 

災害時に災害ボランティアセンターを円滑に設置・運営で

きるよう、岡山市、（社福）岡山市社会福祉協議会、ＮＰＯ

がネットワークを形成し、情報共有や研修を実施します。 

安全・安心ネットワーク構

築支援事業 

防犯や環境美化、地域福祉、健康づくり等様々な地域活動

に取り組む安全・安心ネットワークに対して財政的支援や

地域担当職員による地域応援人づくり講座等による支援

を行います。 

 

【基本施策２－２ コーディネート機能の向上】 

 協働による地域の社会課題への取組をさらに推進していくためには、市のコーディネー

ト機関であるＥＳＤ・市民協働推進センターの役割は重要です。責任ある協働を進めるため

にも、きめ細やかな支援を行ってまいります。また、公民館等での活動支援を行うことで地

域の社会課題解決へ貢献します。 
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（主な事業） 

事業名 事業概要 

ＥＳＤ・市民協働推進セン

ターによる協働事業の支援 

市民等から地域課題や協働の取組に関する相談に対して、

課題解決等の道筋を検討し、ＮＰＯや企業等様々な主体や

行政の所管関係部局に繋ぐなど連携協力しながら事業の

実現に向けた伴走支援を行います。 

公民館等による協働の支援 

地域活動の拠点である公民館等において、地域活動を行う

様々な人や組織がつながるよう場づくりや学習機会の創

出、活動支援などを行います。 

地域担当職員による協働の

支援 

地域行事や会議への参加等による地域課題・ニーズの把握

や、地域の団体への情報提供・共有による団体間や市役所

本庁・各区役所等との連携支援、担い手を育成する講座の

開催等を通じて地域の団体が行う活動を支援します。 

 

【基本施策２－３ 市役所の協働化の推進】 

 市役所職員が、多様な主体の協働による地域課題の解決に向けた取組の重要性を知るこ

とによりさらなる協働の推進を図るために、市職員に対する研修等を通じて、市民活動団体

等との協働を進めます。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 

市職員への研修の実施 
新入職員等に対して、毎年研修を行い、協働による取組の

重要性について理解を深めます。 

岡山市市民協働推進本部に

よる協働化の推進 

協働による地域の社会課題解決の取組を推進するため、関

係課に本部員と推進員を配置し、協働に関する施策の調

査、企画、調整や各課の協働事業の推進等を行ってまいり

ます。 

市民協働推進事業、市民協

働推進ニーズ調査事業 

協働の実践の場として、市民協働推進事業、市民協働推進

ニーズ調査事業を行います。 
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・ＳＮＳの特徴である情報の拡散性を活用し、多くの人に情報を届けられるようＳＮＳのフ

ォロワー数を増やしてまいります。 

・知りたい情報を分かりやすく提供できるよう、見やすいホームページの提供に努めてまい

ります。 

 

【成果指標】 

指標名 
現状値 

（２０２０） 

目標値 

（２０２５） 

ＳＮＳのフォロワー数 
８８０人 

（１２月末） 
１，５００人 

市民協働に関する市ホームペ

ージの閲覧数 
１１８，８４８ 

７６８，０００ 

（累計数） 

 

【基本施策３－１ 協働に関する普及・啓発】 

 協働等に関する様々な取組をあらゆる機会をいかして情報収集を行い、市ホームページ

やＳＮＳ、リーフレットの作成・配布等により情報発信することで協働等に関する理解の促

進を図ってまいります。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 

ホームページやＳＮＳによ

る情報発信 

市民活動団体等の活動情報や市民協働推進事業、区づくり

推進事業等について分かりやすく情報発信に努めます。 

ホームページの利便性の向

上 

ホームページのコンテンツを見直し、検索性を向上させ、

知りたい情報が分かりやすく見つけられるよう、ホームペ

ージを見直します。 

リーフレット等の作成 
ＥＳＤ・市民協働推進センターや安全・安心ネットワーク

等の活動情報を発信し、協働の取組の促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

基本方針３ 協働の取組を広く情報発信し、市民活動が行いやすい環境をつくります 
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【基本施策３－２ 市民活動団体等や優れた取組の情報発信】 

 協働による地域の社会課題の解決に向けた優れた取組を行っている団体を表彰すること

で、活動意欲を向上させるとともに、他団体の活動へのさらなる拡がりにつなげてまいりま

す。また、地域に根差した活動を行っている団体やＳＤＧｓ達成に向けて取り組んでいる企

業の活動、若者の地域活動等を訪問取材するなど、地域の社会課題の解決に向けた取組の情

報発信を行ってまいります。 

 

（主な事業） 

事業名 事業概要 

おかやま協働のまちづくり

賞 

毎年テーマを設定し、多様な主体が協働で取り組む優れた

地域の社会課題解決の取組を表彰し応援します。 

岡山市地域貢献企業表彰 

地域活動への参画などを通じて地域の発展・活性化に貢献

している小規模事業者、中小企業に対して表彰し、企業の

認知度を高めるとともに、他の企業の地域貢献活動を促進

します。 

市民活動・地域活動等の訪

問取材 

市民活動・地域活動を行っている団体に対して取材するな

どの情報収集を行い、その内容をホームページやＳＮＳで

情報発信します。 
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第６章 進行管理 

 本計画の推進にあたっては、毎年度、成果指標や事業の進捗状況を確認、把握を行い、そ

の内容を岡山市協働推進委員会、協働推進本部会議に報告することとします。岡山市協働推

進委員会において、その内容について協議し、必要に応じて計画の見直しを行い、予算や施

策に反映し、持続可能なまちづくりの達成に向けた取組を推進していくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＰＬＡＮ 

ＤＯ 

ＣＨＥＣＫ 

ＡＣＴＩＯＮ 

第２次岡山市協働推進計画の策定・見直し 

成果指標達成に向けた施策の実施 

岡山市協働推進委員会、協働推進本部会議において

成果指標の到達度や事業の進捗状況の確認 

計画の見直しを行い、施策や予算に反映 
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【参考資料】 

岡山市協働のまちづくり条例 
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岡山市協働のまちづくり条例 

平成２７年１２月２１日 

市条例第７７号 

（目的） 

第１条 この条例は，多様な主体が地域づくりの当事者としてそれぞれの知恵と力を最大

限に生かし，協働して地域の社会課題解決に関する取組を行うための基本原則等を定め

ることにより，豊かで活力ある持続可能な地域社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「協働」とは，同じ目的を達成するために，互いを尊重し，対

等の立場で協力して共に働くことをいう。 

２ この条例において「多様な主体」とは，住民自治組織（町内会，自治会その他の地縁

に基づいて形成された団体をいう。以下同じ。），NPO法人（特定非営利活動促進法

（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人をいう。以下同

じ。）その他の市民活動団体，事業者（営利を目的とする事業を行う法人その他の団体

及び当該事業を行う個人をいう。以下同じ。），学校（学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）に規定する学校，専修学校及び各種学校をいう。以下同じ。）等地域の社会課

題解決に関する取組を行う全ての個人及び団体並びに市をいう。 

３ この条例において「地域の社会課題解決に関する取組」とは，地域の社会課題を解決

するための取組をいう。ただし，次に掲げるものを除く。 

（１） 宗教，政治又は営利を主たる目的とする活動 

（２） 暴力団（岡山市暴力団排除基本条例（平成２４年市条例第３号）第２条第１号

に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員をいい，

暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）の統制の下にある活動 

（多様な主体の役割） 

第３条 多様な主体は，地域づくりの当事者であり，それぞれが地域の社会課題解決に取

り組む主体であることの理解を深め，協働して地域の社会課題解決に関する取組を行う

よう努めるものとする。 

 

参考資料 
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（協働の基本原則） 

第４条 多様な主体が前条の取組を行うに当たっての基本原則は，次に掲げるとおりとす

る。 

（１） 相互理解の原則 相手の立場を尊重し，相手との違いを認め，互いに理解し合

うこと。 

（２） 目的共有の原則 解決すべき課題が何か等，協働する目的を明確にし，共有す

ること。 

（３） 対等の原則 相互の役割分担について，合意により決定し，活動の場において

対等な協力関係を形成すること。 

（４） 自主性及び自立性尊重の原則 互いに依存することなく，不当に干渉すること

なく，自主性及び自立性を尊重して行動すること。 

（５） 公開の原則 常に相互の関係及び協働の内容を明らかにし，透明性を確保する

こと。 

（市の役割） 

第５条 市は，第３条に規定する多様な主体としての役割を担うとともに，多様な主体の

協働による地域の社会課題解決に関する取組を促進するための環境整備に努めるものと

する。 

（協働推進施策） 

第６条 市は，前条に規定する役割を果たすため，次に掲げる施策を実施するものとす

る。 

（１） 地域の拠点機能及びその拠点のコーディネート機能の強化を進めること。 

（２） 教育機関，行政機関等と連携し，地域の社会課題解決に関する取組を担う人材

の育成に取り組むこと。 

（３） 協働の担い手となる団体の育成及びその取組の基盤強化を支援すること。 

（４） 地域の社会課題及び活用可能な地域の資源に関する情報を多様な主体が共有す

る機会を提供すること。 

（５） 多様な主体が取り組む地域の社会課題解決に関する取組を支援する情報を提供

すること。 

（６） 多様な主体のつながりと相互理解を深める交流の場を提供すること。 
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（７） 多様な主体の協働による優れた地域の社会課題解決に関する取組を表彰するこ

と。 

（８） その他協働を推進するために必要があると認めること。 

（モデルとなる事業の指定及び支援措置） 

第７条 市長は，前条各号に規定する施策のほか，多様な主体の協働による地域の社会課

題解決に関する取組のうち，市との協働により，より効果的に課題解決が進むと認めら

れる取組をモデルとなる事業として指定することができる。 

２ 前項の指定を受けようとする者は，市長に申請しなければならない。 

３ 市長は，第１項の規定による事業の指定を受けた者に対し，市が有する土地，施設等

を無償で貸し付け，それらの使用料を減額又は免除する等の支援措置を講ずることがで

きる。 

４ 第１項の規定による指定及び前項の規定による支援措置は，第１５条に規定する岡山

市協働推進委員会の議を経て行うものとする。 

５ 第１項の規定による指定を受けた者は，当該事業に係る実施状況及び会計状況を市長

に報告するとともに，支援が行われている間，毎年度その者の全般的な活動状況及び財

政状況を市長に報告しなければならない。 

６ 市長は，第１項の規定による指定を受けた事業が同項のモデルとなる事業に適合しな

くなったと認めるときは，第１５条に規定する岡山市協働推進委員会の議を経て同項の

規定による指定及び第３項の規定による支援措置を取り消すことができる。 

（コーディネート機関） 

第８条 市は，多様な主体をつなぎ協働を推進するため，コーディネート機関を設置する

ものとする。 

２ コーディネート機関は，前２条に規定する施策に関連する事業を行うものとする。 

（施策の見直し） 

第９条 市は，あらゆる施策の立案の際には，多様な主体による協働の実行可能性につい

ての検討に努め，多様な主体による協働の実行後は，その効果の検証に努めるものとす

る。 

（市に対する提案） 

第１０条 多様な主体（市を除く。）は，市に対して地域の社会課題を解決するための提
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案等をすることができる。 

２ 市は，前項の提案等を受け，第８条に規定するコーディネート機関と連携しながら多

様な主体の協働による地域の社会課題解決に関する取組へつなげることに努めるものと

する。 

（市の推進体制） 

第１１条 市は，多様な主体の協働による地域の社会課題解決に関する取組を推進するた

め，関係部局による市民協働推進本部を設置するとともに，関係各課等に協働推進員を

配置するものとする。 

（協働フォーラム等の開催） 

第１２条 市は，協働による地域の社会課題解決に関する取組及びそれを促進するための

環境整備について多様な主体が議論を行う場として，協働フォーラム等を開催するもの

とする。 

（啓発） 

第１３条 市は，この条例及びそれに伴う施策についての啓発に努めるものとする。 

（推進計画） 

第１４条 市は，多様な主体による協働を推進するために，推進計画を策定するものとす

る。 

２ 市は，推進計画の定期的な評価を行い，その結果を公表するものとする。 

（岡山市協働推進委員会の設置） 

第１５条 多様な主体の協働による地域の社会課題解決に関する取組の推進について調査

審議するため，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に

基づき，岡山市協働推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第１６条 委員会は，次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 第１４条に規定する推進計画の策定及び実施状況の評価に関すること。 

（２） 第６条第７号の規定による優れた地域の社会課題解決に関する取組の表彰に関

すること。 

（３） 第７条第１項の規定によるモデルとなる事業の指定及び同条第３項の規定によ

る支援措置に関すること。 
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（４） その他市長が必要と認める事項 

（組織） 

第１７条 委員会は，委員２０人以内で組織する。 

（委員） 

第１８条 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 住民自治組織に属する者 

（２） NPO法人その他の市民活動団体に属する者 

（３） 事業者 

（４） 学校関係者 

（５） その他市長が適当と認める者 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は，前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

（委員長等） 

第１９条 委員会に委員長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，あらかじめ委員長が指名する委

員がその職務を代理する。 

（会議等） 

第２０条 委員会の会議は，委員長が招集し，委員長が議長となる。 

２ 委員会の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決

するところによる。 

４ 委員会は，必要に応じ，会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができ

る。 

（委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委

員会に諮って定め，その他必要な事項については，市長が別に定める。 

附 則 
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１ この条例は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に改正前の第８条第１項の規定により指定されている事業は，

改正後の第７条第１項の規定により指定された事業とみなす。 
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岡山市市民協働局市民協働部市民協働企画総務課市民活動支援室 

７００－８５４４ 岡山市北区大供一丁目１番１号 

電 話 ０８６－８０３－１０６１ 

E-mail kyoudou@city.okayama.lg.jp 


